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受託研究契約書
　受託者　国立大学法人金沢大学（以下「甲」という。）と委託者　●●株式会社（以下「乙」という。）は、次の条項によって受託研究契約を締結するものとする。
第1条　甲は、次の受託研究を乙の委託により実施するものとする。
　一　調査課題名　：
　二　研究目的及び内容　：
　三　目標とする症例数　：　　　　　　症例

　四　契約期間（研究期間）：　契約締結日　から　西暦　　　　年　　　月　　　日までとする。
　五　調査責任医師　：　所属　　　　　　氏名

　六　研究用資材・器具等の貸与　：　なし

　七　実施医療機関　　　：　国立大学法人金沢大学附属病院　　石川県金沢市宝町１３番1号
第2条　本受託研究の委託に関して甲が乙に請求する経費は、次に掲げる経費とする。
　　　　研究の適正な実施に必要な経費のうち､診療に係わらない経費（以下「研究費」という。）

　　　　　　金　　　　　　　　　　　円也（うち消費税額及び地方消費税額　　　　　　　　円）

２　乙は、前項で定める研究費を、金沢大学病院部長の発する振込依頼書又は請求書により、発行日の翌月末日までに納付しなければならない。ただし、その日が金融機関の休業日に当たる場合は、その前日とする。納入金額及び研究期間に変更が生じた場合には、変更契約を締結するものとする。なお、納期までに研究費を納付しないときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額に年３％の割合で計算した延滞金を納付しなければならない。

第3条　甲は、乙が納付した研究費は、これを返還しないものとする。ただし、第6条の規定により本受託研究を中止した場合において、甲が必要と認めるときは、不要となった額の範囲内で、その全部又は一部を返還することがある。
第4条　甲は、納付された研究費に不足が生じた場合には､乙と協議し、その不足額を乙に負担させることがある｡

第5条　甲は、受託研究遂行上やむを得ない理由があるときは、乙と協議のうえ受託研究を中止し、又は研究期間を延長することができるものとする。この場合において、甲は、その責を負わないものとする。
第6条　乙は、第1条の受託研究を一方的に中止することはできないものとする。
２　乙は、甲が製造販売後調査等実施計画書又は本契約に違反することにより、適正な受託研究に支障を及ぼしたと認める場合は、本契約を解除することができる。
第7条　甲・乙双方は、「医薬品の製造販売後の調査及び試験の実施の基準に関する省令」又は「医療機器の製造販売後の調査及び試験の実施の基準に関する省令」（以下「ＧＰＳＰ」という。）を遵守するものとする。
２　甲は、審査委員会で承認した当該研究の製造販売後調査等実施計画書を遵守するものとする。
第8条　研究費により取得した設備等は、甲に帰属するものとする。
第9条　乙は、研究を委託するについて、第1条第1項第六号に掲げる物品（以下「提供物品」という。）を契約締結後すみやかに甲に提供するものとし、提供物品の搬入、据付及び撤去に要する経費は、乙の負担とする。
２　甲は、受託研究が終了（中止を含む。）したときは、提供物品を研究終了時点の状態で乙に返還するものとする。
３　乙の提供物品に瑕疵があったことに起因して甲が損害を被ったときは、乙は、甲の損害を賠償するものとする。
第10条　甲及び乙は、研究実施に伴う必要な情報等をＧＰＳＰに沿って相互に通知するものとする。
第11条　受託研究の実施に起因して、健康被害が発生し、甲と第三者との間に紛争が生じた場合又は生じるおそれのある場合は、紛争の発生時期に拘わらず、乙は責任をもってその処理に当たり、かつ、甲に賠償責任が生じたときは、その損害が甲の故意又は重大な過失による場合を除き、その一切の責任を乙が負担するものとする。
第12条　甲は、受託研究が完了したときは、調査責任医師をしてその結果を乙に通知するものとし、製造販売後調査等実施計画書に従って症例報告書を作成し、乙に提出するものとする。
第13条　甲は、乙から提出された資料及び研究の結果得られた情報を、乙の事前の承諾なしに第三者に漏洩してはならない。
２　甲は、研究の結果得られた情報を学術的意図に基づき学会、学会誌等に発表する場合には、事前に乙の承諾を得るものとする。
３　乙は、研究報告の内容の一部又は全部を外部に発表する場合には､事前に甲の承諾を得るものとする｡
第14条　甲及び乙は、自ら又は自らの役員が次の各号のいずれかの者（以下「暴力団員等」という。）にも該当しないことを
表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを表明し、保証する。
一　暴力団（その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が 集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。以下同じ。）
二　暴力団員（暴力団の構成員をいう。以下同じ。）、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者
三　暴力団準構成員（暴力団又は暴力団員の一定の統制の下にあって、暴力 団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれ

がある者又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは 運営に協力する者のうち暴力団員以外のものをいう。以下同じ。）
四　暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、準構成員若しくは元暴力団員が実質的に経営する企業であって暴力団に資金提供を行うなど暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し、若しくは関 与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）
五　総会屋（総会屋、会社ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
六　社会運動標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
七　特殊知能暴力集団（上記一～六に掲げる者以外のものであって、暴力 団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的なつながりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）その他これらに準じる者であること
２　甲及び乙は、自ら又は自らの役員が次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを表明し、保証する。
一　暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
二　暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
三　自ら若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること
四　暴力団員等に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること
五　自らの役員又は自らの経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること
３　甲及び乙は、自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかにでも該当する行為を行わないことを保証する。
一　暴力的な要求行為
二　法的な責任を超えた不当な要求行為
三　取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
四　風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為
五　その他前各号に準ずる行為
４　甲及び乙は、相手方が前三項に違反した場合は、通知又は催告を含む何らの手続きを要しないで直ちに本契約を解除することができるものとする。
５　甲及び乙は、前項の規定により本契約を解除する場合、相手方に損害が生じても、その賠償責任を負わないものとする。

第15条　本契約に基づくすべての紛争は、金沢地方裁判所又は金沢簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第16条　この契約に定めのない事項について、これを定める必要があるときは、甲・乙間において協議して定めるものとする。
　
　　　　　上記契約の成立を証するため、甲・乙は次に記名し印を押すものとする。この契約書は２通作成し双方で各１通を

　　　　所持するものとする。
　　　　　　西暦　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　　石川県金沢市宝町１３番１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立大学法人金沢大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　附属病院長　　　　吉　崎 　智　一　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

西暦　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　上記の契約内容を確認しました｡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査責任医師名　　　　　　　　　　　印

